環境コストとライフサイクル・アセスメント　－－ライフサイクル・コスト・アセスメントについてーー by 冨増 和彦



























る。以下では環境コストについて，ライフサイクル・コスト・アセスメント (Life-Cycle Cost 
Assessment: 1一CCA) を取り上げ，社会的コストとの関係にも配慮しながら，検討を進める




















































とくに， ISO (International Organization for Standerdization; 国際標準化機構〉は，






れることを意味する。もちろん， LCA や EMAS などの環境管理を社内で実施することは，
環境汚染・破壊の防止にとっては間接的な行為である。直接の目的は，有害物質の使用削減・





(2) 森本司「ライフサイクル・アセスメントの国際標準化の動向J ~標準化と品質管理』第47巻第 12号
(1994年12月号)，参照。


































( 4 ) R.Heijungs (final edふ Environmental Li[e Cycle Assessment o[ Products--I: Guide , 
Centrum voor Mi1ieukunde (オランダ・ライデン大学環境科学センター)， 1992 (translated from 




































『産業と経済』第 9巻第 2 ・ 3 合併号，による。なお， BSOjORIGIN 社の環境付加価値計算書につい





































オのすすめ』バルテ、ィーズ研究会， 1994年， 8 ページ。
(11) 伊藤嘉博「変革を迫られる原価企画 製造物責任・地球環境保全論議の高まりのなかで一一」














地点|環境マネジメント・ !韓情報シスプムの lF- l システムの目標
A | 危機管理 |浄化コスト
B | 環境基準の遵守 | 許可の取得 | 遵守活動コストの追跡システム
C 自主的基準 プロセス・コスト セスメント・システム
D | 環境に優しい |廃棄コスト | ライフサイクノレ・アセスメント・システム
E 持続可能な発展 外部性 |社会的いトーベネフム ィ γ トの追跡システ
(出所) Wi1liam G. Russel, Steven L. Skalak and Gail Miller,“Environmental 
Cost Accounting: The Bottom Line for Environmental Q?lity Manageｭ
ment" Total Quality Environmental Management, spring 1994 (p.259). 
さらには LCA を通じて把握されLCA の体制作りに関連するコスト，化することとなれば，
ラH
'-問題となってくるはずで、ある。るさまざまな環境破壊・汚染物質対策コストの削減が当然，







映には諸種の発展段階があると指摘されている。図表 1 にあるように， LCA はD点にあり，






























(14) Keith A. Weitz, Joyce K. Smith, and John L. Warren,“Developing a Decision Support 
Tool for Life.Cycle Cost Assessments" , Total Quality Environmental Management , Autumn 
1994, p.23. 
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もしれない)0 (Keith A. Weitz, ]oyce K. Smith, and ]ohn L. Warren,“Developing 
a Decision Support Tool for Life-Cycle Cost Assessmentsヘ Total Quality 
Environmental Management , Autumn 1994, p.28. より。〉
















(16) Ibid. , p. 28. 
(17) Loc. cit. 




あるテグニック(例えば活動基準原価計算， Activity Based Costing; ABC) を利用する




























(19) Ibid. , p. 30. 
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(24) Ibid. , p. 31. 





























































































込める可能性があるものと理解できょう。図表 1 の象限においては， C点→E点への移行線上















なお， LCCA が見積もり計算である以上，予測外れが発生することは避けられない。 LCA















ろう。そこで， r地球規模で考え，地域レベルで、行動せよ J (“Think globaly , act locallyっ
と言われるように， ミクロレベルからの積極的環境保護活動も重要である。ミクロのトレンド
の変化はマグロの変化をももたらす。逆にマクロ的決定がミクロの行動を左右することにもな
る。思想的・理論的にも，また政治的・政策的にも両面からのアプローチと有機的連携が必要
である。
とくに，われわれの社会が貨幣経済で、あり，自由競争的市場における営利追求原則が貫徹さ
れている以上，企業が環境保全活動の資金負担者となり，さらには最終消費者が価格負担でき
るかどうかが，地球環境保護の別れ道となる。つまりは「経済と環境」との両立，すなわち
「企業と環境」との両立を目指すほかに選択肢は見当たらない。企業が製品価格の算定などに
おいて，地球環境保護→持続可能性に配慮した計算体系を構築することが是非，必要である。
本稿は， LCCA という環境コスト計算について検討したが，会計学的には，貸借対照表項
目，すなわち環境資産，環境負債などへの研究も待たれている。マグロ的観点による社会会計
と企業会計とを環境，経済成長・国民所得，企業利益に即して検討することも今後は大きな課
題となろう。さらに，会計→アカウンティングとしては， LCA における物理的数値・無次元
値など，非財務的アカウンタピリティについての検討も行わねばならない。持続可能性という
新しいパラダイムを個人の自由・満足感といかに整合させて行くのか。会計というとそれらに
一見何の関係もないような分野であるが，環境付企業，企業H個人との閣で実は計り知れない
可視性をもたらす影響力をもっているということを，最後に銘記しておきたい。
(本稿の執筆に当たり，奈良産業大学経済学会・特別研究助成金(海外研修)を得た。記して
感謝の念を表したい。)
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